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下水道使用料改定の基本的な考え方について 

１ 改定理由 

本市の下水道使用料については、西条処理区と東予・丹原処理区の使用料に相

違があることから、統一を図るため平成 28年度に西条処理区の使用料体系を見直

し、表１の使用料体系となっています。基本使用料と従量単価に相違があり、地

下水を使用している世帯の認定水量（表２）においても相違があります。 

また、改定の結果、汚水処理費の経費回収率が平成 27年度の 40.3％から平成

29年度は 46.9％と若干改善されましたが、依然低い状態です。 

このように使用料体系などの相違により使用者間の使用料に差異が生じている

ことや経費回収率の向上が必要なことから使用料の改定が必要となっています。 

 

２ 改定使用料の算定方法 

（１）下水道使用料体系・制度の方針 

前回の改定では、西条処理区の一般家庭の使用料体系が人頭制を採用しており、

東予･丹原処理区と制度が異なっていたことから、西条処理区の使用料体系を見直

し、使用者の負担増の影響に配慮しつつ、基本使用料（基本水量 5ｍ3）と従量使

用料を設定しています。 

下水道事業においては、汚水処理に要した経費（維持管理費＋資本費（元利償

還金））は使用料収入により賄うのが原則であり、経費回収率 100％を可能な限り

達成する必要があります。 

しかしながら、平成 29 年度の経費回収率は 46.9％となっており、次回改定で

経費回収率を 100％にすることは現実的ではありません。したがって、中長期的

に経費回収率を 100％まで向上させることを視野に入れ、段階的に使用料改定を

行う必要があります。 

前回の改定に引続き、西条処理区の使用料体系を段階的な改定により東予･丹原

処理区の使用料体系に統一していきます。 

 

（２）下水道使用料算定対象期間 

算定対象期間は、改定される使用料体系が適用される期間です。下水道使用料

は、日常生活に密着した公共料金としての性格から、できるだけ安定性を保つこ

とが望まれる反面、余りに長期にわたって使用料算定期間を設定することは予測

の確実性を失うこととなること等から、3年～5年程度を目処に改定を実施すると

されています。（下水道使用料算定の基本的な考え方  社団法人日本下水道協会） 

1回の改定における使用料算定期間については、予測の確実性及び早期の段階

的改定を考慮し、3 年（H31～H33）（前回 H28～H30）に設定しています。 
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表 1 下水道使用料体系  

                         （税抜、１ヶ月分） 

種 別 区 分 西条処理区 東予･丹原処理区 

一般 

汚水 

（従量制） 

基本使用料 
～5ｍ3 300円  

～10ｍ3  800円 

超過使用料 

（1ｍ3 に

つき） 

6～10ｍ3 60円  

11～20ｍ3 63円 90円 

21～30ｍ3 66円 100円 

31～50ｍ3 69円 115円 

51～100ｍ3 72円 135円 

101ｍ3～ 75円 155円 

湯屋 

汚水 

（従量制） 

基本使用料 
～5ｍ3 300円  

～10ｍ3  800円 

超過使用料

（1ｍ3 に

つき） 

   6～10ｍ3 60円  

11～20ｍ3 63円 90円 

21～30ｍ3 66円 100円 

31～ ｍ3 25円 30円 

 

 

表２ 地下水認定水量    

      （１ヶ月分） 

世帯人員 西条処理区 東予･丹原処理区 

1人目 10ｍ3 8ｍ3 

2人目 10ｍ3 8ｍ3 

3人目 10ｍ3 8ｍ3 

4人目以上 7ｍ3 4ｍ3 
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下水道使用料改定案 

（１）使用料改定方針 

前回平成 27年度の審議会においては、西条処理区の使用料改定案について、東

予･丹原処理区との使用料体系統一までの改定回数を 3 回、4 回、5 回とケース別

に設定した３案について検討しています。 

その結果、使用者の負担増による影響が最も小さいことから、平成 28 年度の

改定率（値上げ率）が最も小さい案である 5 回の改定（H40 年度）で統一するこ

とを想定した案を採用しています。また、次回以降の改定については 3年ごとの

改定でその都度見直すこととしています。 

今回の基本方針については、前回採用された改定を 5回に分けて実施すること

を引き続いて実施していくこととし、使用者の負担軽減を考慮した改定率を考え

ています。 

なお、2019年 10月には消費税が現在の 8％から 10％に引き上げられる予定と

なっています。 

 

項目 改定年度 西条処理区の改定の基本方針 備考 

第１回 H28 

・ 一般家庭のほとんどである地下水世帯に

ついては、人頭制から認定水量の従量制

にする。 

・ 基本使用料を設定し、水量区分を 7段階

に区分する。 

・ 使用料単価の改定率は 8％ 

 

第２回 

今回改定 
H31 

・ 使用料単価の改定率は 11％程度を目標と 

する。H29年度使用料収入で試算。 

 

第３回 H34 

・ 使用料単価の改定率は 12％程度を目標と 

する。 

・ 認定水量の統一に向け東予・丹原処理区

を含めて見直しを図る。 

 

第４回 H37 
・ 使用料単価の改定率は 11％程度を目標と 

する。 

 

第５回 H40 
・ 使用料単価の改定率は 12％程度を目標と 

する。 

東予･丹原 
処理区と 
統一 
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（２）使用料体系改定案 

 

表３ 西条処理区下水道使用料体系改定案 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H31 （H34） （H37） （H40）

第1回 第2回 第5回

改定済 今回改定 料金統一

0 ～ 5 m3/月 基本 300 320 350 370

6 ～ 10 m3/月 60 64 69 74

11 ～ 20 m
3
/月 63 68 75 82 90

21 ～ 30 m3/月 66 73 81 90 100

31 ～ 50 m3/月 62 69 78 89 101 115

51 ～ 100 m
3
/月 72 85 100 116 135

m3/月 75 91 110 131 155

0 ～ 5 m3/月 基本 300 320 350 370

6 ～ 10 m3/月 60 64 69 74

11 ～ 20 m
3
/月 63 68 75 82 90

21 ～ 30 m3/月 66 73 81 90 100

31 ～ m3/月 25 27 28 29 30

56.8 61.6 69.8 78.1 86.6 97.3

8% 11% 12% 11% 12%

H31～H40の改定率はH29使用料収入で試算

（税抜、1か月分）

項目

使用料単価（税抜） 改定 改定前 第3回 第4回

改定率

一
般
汚
水

56

800

67
101 ～

使用料単価（円/m
3
）

湯
屋
汚
水

800

25
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表４ 上水道使用家庭、事務所等使用料試算表 

 
 

 

表５ 地下水使用家庭使用料試算表 

 

 

 

 

項目 H27 H28 H31 （H34） （H37） （H40）

改定 改定前 改定済 第2回 第3回 第4回 第5回

 20ｍ
3
使用料（円/月） 1,120 1,230 1,320 1,445 1,560 1,700

　値上額 110 90 125 115 140

　値上率 9.8% 7.3% 9.5% 8.0% 9.0%

 50ｍ3使用料（円/月） 2,920 3,270 3,610 4,035 4,480 5,000

　値上額 350 340 425 445 520

　値上率 12.0% 10.4% 11.8% 11.0% 11.6%

 100ｍ
3
使用料（円/月） 6,270 6,870 7,860 9,035 10,280 11,750

　値上額 600 990 1,175 1,245 1,470

　値上率 9.6% 14.4% 15.0% 13.8% 14.3%

 200ｍ3使用料（円/月） 12,970 14,370 16,960 20,035 23,380 27,250

　値上額 1,400 2,590 3,075 3,345 3,870

　値上率 10.8% 18.0% 18.1% 16.7% 16.6%

（税抜、1か月分）

（税抜、1か月分）

年度 H27

世帯人数 使用料 使用料 値上額 値上率 使用料 値上額 値上率

1人 555 600 45 8.1% 640 40 6.7%

2人 1,110 1,230 120 10.8% 1,320 90 7.3%

3人 1,665 1,890 225 13.5% 2,050 160 8.5%

4人 2,220 2,373 153 6.9% 2,596 223 9.4%

5人 2,775 2,856 81 2.9% 3,142 286 10.0%

6人 3,330 3,342 12 0.4% 3,695 353 10.6%

＊H27年度は人頭制で1人555円　H28年度は認定水量計算 3人目まで10ｍ
3
、4人目から7ｍ

3

H28 H31
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表６ 一般汚水使用水量別月平均使用件数（平成 29年度） 

 

 
 

表７ 使用水別月平均使用件数（平成 29年度） 

 

 
 

〇 財政シミュレーション 

次項表８に統一までの財政シミュレーションを示します。 

 

割合 割合

0 ～ 5ｍ3 m3/月 876 件 4.1% 580 件 11.6%

6 ～ 10ｍ3 m3/月 6,088 件 28.3% 1,061 件 21.2%

11 ～ 20ｍ3 m3/月 6,282 件 29.2% 1,601 件 32.0%

21 ～ 30ｍ3 m3/月 3,894 件 18.1% 1,137 件 22.7%

31 ～ 50ｍ3 m3/月 3,710 件 17.3% 467 件 9.4%

51 ～ 100ｍ3 m3/月 435 件 2.0% 81 件 1.6%

101ｍ3 ～ m3/月 209 件 1.0% 75 件 1.5%

21,494 件 100.0% 5,002 件 100.0%

＊西条処理区に農業集落排水事業含む

件数 件数

合計

使用水量
西条処理区 東予･丹原処理区

割合 割合

1人 5,553 件 33.2% 418 件 31.6%

2人 4,979 件 29.8% 444 件 33.6%

3人 2,925 件 17.5% 239 件 18.1%

4人 2,245 件 13.4% 132 件 10.0%

5人 779 件 4.7% 55 件 4.1%

6人以上 232 件 1.4% 34 件 2.6%

合計 16,713 件 77.8% 1,322 件 26.4%

3,110 件 14.5% 3,187 件 63.7%

95 件 0.4% 29 件 0.6%

1,570 件 7.3% 462 件 9.3%

6 件 0.0% 2 件 0.0%

21,494 件 100.0% 5,002 件 100.0%

＊西条処理区に農業集落排水事業含む

水道・地下水併用

事業所用

湯屋汚水

合計

東予･丹原処理区

件数 件数

家庭用水道

家
庭
用
認
定

世帯人数
西条処理区
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